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地盤の液状化判定に対する信頼性工学的一考察

 

（株）巽設計コンサルタント 正会員  ○ 有清 睦 

広島工業大学 工学部   フェロー会員 中山 隆弘 

                                              

１．はじめに 

 わが国の道路橋示方書１）では、地震時における地盤の

液状化（以下では単に液状化と称する）判定には、液状

化抵抗率ＦＬ（＝動的せん断強度比Ｒ/地震時せん断応力

比Ｌ）が用いられている。ＦＬが1.0以下であれば液状化

するものと判定される。 

 しかし、地盤の強度や地震力には、ばらつきや不確実

性が含まれ、それらを確定的に決めることに無理がある。

そのため、これまでの地震時の液状化の状況から、ＦLが

1.0 以下であっても液状化していない箇所や 1.0 より大

きくても液状化した箇所があり、ＦL＝1.0 を境に明確に

分けることができないことが報告されている 2),3)。 

本研究では、信頼性理論の手法を用いて、地盤の耐液

状化強度のばらつきよる不確実性を統計的に処理するこ

とで、液状化判定を確率的に評価することを試みている。 

 本来ならば、地震力の不確実性も考慮すべきであるが、

その点については今後の課題としている。 

２．信頼性評価法 

 信頼性理論では、確率変数として荷重効果（外力）と

耐力（荷重効果に対する抵抗力）をそれぞれ確率変数Ｒ

とＳで表す。ＲとＳが互いに独立であるとすると、それ

ぞれの確率分布からＲ≦Ｓとなる確率が破壊確率 Pfで、

Ｒ＞Ｓとなる確率が非破壊確率である。 

 ここで、ＲがN（μＲ、σＲ）、ＳがN（μＳ、σＳ）で与

えられる正規分布するとすれば、Ｚ＝Ｒ－Ｓと定義でき

性能関数Ｚも正規分布となる。 

 このときの破壊確率 Pfと信頼性指標βは、2 次モーメ

ントにより次のように与えられる。 

                     

 

 

 

      Φ(・)：標準正規確率分布関数 

 ＲとＳが対数正規分布の場合、性能関数Ｚは、    

Ｚ＝Ｒ/Ｓで、lnＺ＝lnＲ-lnＳで与えられるlnＺは正規

分布となる。 

 このときの破壊確率Pfと信頼性指標βは、 

 

で、 

 

である。 

式中のνＲ、νＳはそれぞれＲとＳの変動係数である。 

３．地盤液状化の確率論的評価 

３.１ 動的せん断強度比Ｒの評価 

 まず、Ｒは、 

                            （５）   

で与えられる。式中のＲL は繰返し三軸強度比、ＣＷは、

地震動特性による補正係数である。 

３.１.１繰返し三軸強度比ＲLの評価 

 図３-１の実線は、道路橋示方書に示されている換算Ｎ

値Ｎ1と繰返し三軸強度比の関係式 4)を表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この図より、この中に示されている非排水繰返し三軸

試験で得られた繰返し三軸強度比Ｒ20は、土質によりかな

りのばらつきがあることが分かる。ここで、非排水繰返

し三軸試験で得られた繰返し三軸強度比Ｒ20は、繰返し回

数20回で、ひずみ両振幅5％である。 
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図 図３－１ 砂質土の換算Ｎ値Ｎ1と繰返し 

三軸強度比ＲLとの関係 4) 
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 図３－２は、そのことを考慮するために、図３－１の

実線で与えられた沖積土の繰返し三軸強度比ＲL を横軸

にとり、縦軸に埋立土・改良土、沖積土の室内試験より

得られた非排水繰返し三軸試験の結果を示したものであ

る。 

 本研究では、ＲLの不確実性を評価した繰返し三軸強度

比ＲL１を、N(-0.012、0.108)の正規分布に従うεにより 

                     （６） 

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.１.２ 粒度の影響を考慮した補正Ｎ値Ｎa 

 図３－３は砂質土の細粒分含有率と補正項⊿Ｎ１との

関係 5)であるが、やはりかなりのばらつきがあり、その

ことを考慮するため、本研究では、⊿Ｎ１も確率量とし、

次のように評価している。 

  補正項⊿N1の平均値 ：μ⊿N1＝0.474 

  補正項⊿N1の標準偏差：σ⊿N1＝6.720 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３.１.３ 地震動特性による補正係数ＣＷ 

 図３－４は、地震動特性による補正係数ＣＷと前述の 

ＲL との関係を示したものである 6)。ＣＷは地震波の不規

則性を考慮するための係数で、本研究では、ＣＷのばらつ

きを、タイプⅠの地震については図３－５（ａ）、タイプ

Ⅱの地震については、図３－５（ｂ）のように整理し、

それぞれ式（７）～（10）で表すことにした。  

 タイプⅠ 

                     （７） 

 式中、 

  

  

                      （８） 

εは地震動特性による補正係数Ｃｗの平均値  

μＣｗ＝-0.014 

 および標準偏差 

        σＣｗ＝0.053 

 で与えられる正規確率変数である。 

 タイプⅡ  

     （９） 

 式中、                 （10） 

 εは地震動特性による補正係数Ｃｗの平均値 

μＣｗ＝-0.009 

 および標準偏差 

σＣｗ＝0.090 

 で与えられる 正規確率変数である。 
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図 図３－２ 室内試験から得られた非排水繰返し三軸強 

の            度比Ｒ20(埋立度・改良土、沖積土)と繰返 

三軸           し三軸強度比ＲLとの関係 

 

図 図３－４ 地震動特性による補正係数 6)(赤と青の実線は加筆) 図 図３－３ 砂質土の細粒分含有率ＦCと補正項⊿Ｎ１との関係 5) 
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図  図３－７ モデル地盤 
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３.２ 地震時せん断応力比Ｌ 

一方、地震時せん断応力比Ｌは 

                     （11） 

で与えられている。 

 式中の          はそれぞれ地震時せん断

応力比の深さ方向の低減係数、レベル 2 地震動の地盤面

における設計水平震度、全上載圧（ｋN/ｍ2）と、有効上

載圧（ｋN/ｍ2）である。 

４．ケーススタディ 

 解析対象としたモデル地盤を図３-７に示す。 

 地盤種別はⅢ種、地域別補正係数ＣＺは広島県の 0.85

とし、地震動はタイプⅡと

した。着目位置は、深度Ｇ

Ｌ-5.0ｍとした。そして、

その位置におけるＮ値に

ついては、最頻値を5、18、

30 と仮定し、分布型は対

数正規分布とした。標準偏

差ζについては、最頻値の

大きさによらず、ζ＝

0.407としている。 

 細粒分含有率ＦC につい

ては、5％とし、標準偏差

については、文献 7)を参考

に、σlog10FC＝0.345 の対数

正規分布としている。 

 Ｒについてはシミュレーション手法で評価した。試行

回数は20000回である。 

 ただし、シミュレーションでは、Ｎ値、ＦC、ＣＷ、   

ＲＬに極端に大きな数値が発生することがあり、その値は

棄却しているため、解析結果の数は 20000 回よりも少な

い個数となっている。 

５．シミュレーション結果および解析結果 

 まず、図５－１は動的せん断強度比Ｒの頻度分布を示

したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この頻度分布を基に、確率紙によってＲの平均値と標

準偏差を計算し、その確率分布については、正規分布あ

るいは対数正規分布とした。 

 表５－１は、最終的に得られた液状化確率 Pfと信頼性

指標βを示したものである。表には参考のために、道路

橋示方書に従って計算したＦLも併せて示している。 

 表より、シミュレーション結果（Ｒ≦Ｌの個数）と信

頼性理論による液状化確率が良く一致していることが理

解できる。 

 しかし、Ｎ値が30であれば、通常、液状化の可能性は

極めて小さいと考えられるが、ここでの結果では 60～

70％もの液状化確率となっている。これについては、仮

定したパラメータの分布形や分布形の重ね合わせ等を含

めて、これから原因を追究していく必要がある。 
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図 図３－５ ＣwとＣｗⅠおよびＣｗⅡの関係 
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図 図５－１ 動的せん断強度比Ｒの頻度分布 

図 表５－１ 液状化確率と信頼性指標 

図（ａ） 

Ｎ値 R≦Lの個数 正規分布 対数正規分布

頻度分布から

求めたＬの

非超過確率
ＦＬ

0.978 0.962 0.984 0.982

－ -1.780 -2.140 －

0.733 0.743 0.834 0.758

－ -0.651 -0.969 －

0.620 0.635 0.745 0.640

－ -0.345 -0.660 －
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６．おわりに 

 信頼性設計では、多くのデータを処理する必要がある。

今回の研究では、道路橋示方書のデータを利用すること

で、種々の不確実性を考慮して液状化の発生を確率的に

示すことができた。 

 これにより、これまでＦLでは定量的に示すことができ

かった液状化の発生の可能性を、信頼性理論により信頼

性指標βや液状化確率によって数値的に表すことができ

た。 

しかし、確率量と仮定しているパラメータの確率分布

形には、依然課題が残っている。 

 さらに、地震力の不確実性に対する検討や、液状化指

数ＰL と信頼性指標βとの関係についての評価も必要で

あり、これからの課題である。 
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